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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
支持体上に（Ａ）波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材及び（Ｂ）ラジ
カル発生剤を含有する画像形成層を有し、波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に発光波
長を有するレーザー光によって露光される感光性平版印刷版の製造方法であって、少なく
とも塗布工程、乾燥工程、断裁工程、検査・選別工程を有し、該塗布工程、該乾燥工程、
該断裁工程、該検査・選別工程の何れかの工程が、発光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎ
ｍにある発光ダイオード及び該発光ダイオードの発光光を吸収して黄色発光する蛍光体を
有する光源灯下に行われることを特徴とする感光性平版印刷版の製造方法。
【請求項２】
前記（Ｂ）ラジカル発生剤がポリハロゲン化合物であることを特徴とする請求項１に記載
の感光性平版印刷版の製造方法。
【請求項３】
支持体上に（Ａ）波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材及び（Ｂ）ラジ
カル発生剤を含有する画像形成層を有し、波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に発光波
長を有するレーザー光によって露光される感光性平版印刷版の使用方法であって、少なく
とも露光工程、現像工程、印刷工程を有し、該露光工程、該現像工程、該印刷工程の何れ
かの工程が、発光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎｍにある発光ダイオード及び該発光ダ
イオードの発光光を吸収して黄色発光する蛍光体を有する光源灯下に行われることを特徴
とする感光性平版印刷版の使用方法。
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【請求項４】
前記（Ｂ）ラジカル発生剤がポリハロゲン化合物であることを特徴とする請求項３に記載
の感光性平版印刷版の使用方法。
【請求項５】
請求項１または２に記載の感光性平版印刷版の製造方法により製造された感光性平版印刷
版を請求項３または４に記載の感光性平版印刷版の使用方法により使用することを特徴と
する感光性平版印刷版の使用方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザーを用いたコンピュータートゥプレートシステム（以下ＣＴＰという
）に好適な感光性平版印刷版の製造方法及び使用方法に関し、特に赤外線レーザーにより
露光される感光性平版印刷版の製造方法及び使用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、オフセット印刷用の印刷版の作製技術において、画像のデジタルデータに基づき
レーザー光源で平版印刷版原版に直接画像露光を行い、画像記録するＣＴＰシステムが数
多く開発され、実用化が進んでいる。特に、近赤外領域に発光波長を有する固体レーザー
、半導体レーザーの高出力化に伴い、近赤外光により記録するＣＴＰシステム、いわゆる
サーマルＣＴＰシステムが、普及している。
【０００３】
　サーマルＣＴＰに用いられる平版印刷版原版（ＣＴＰ用版材）としては、赤外線吸収剤
、酸発生剤、レゾール樹脂、ノボラック樹脂を画像記録層の構成成分として有する例がＵ
Ｓ５３４０６９９号に記載されている。このＣＴＰ用版材は、レーザー露光部において、
赤外線吸収剤と酸発生剤の相互作用により、画像用に酸が発生し、露光に続く加熱処理に
より、レゾール樹脂の酸架橋反応が進行する。未露光部は、アルカリ水溶液への溶解性が
高く、アルカリ現像処理によって溶解除去されるのに対し、架橋の進んだ露光部は、アル
カリ水溶液への溶解性を失っており、画像様に画像記録層が残存し、画像を形成する。
【０００４】
　又、赤外線吸収剤、ラジカル発生剤、ラジカル重合性化合物、バインダーポリマーを含
む画像記録層を設けてなるネガ型画像形成材料において、赤外線レーザで画像露光した後
、該材料を６０～１２０℃の温度範囲で１～２０秒間加熱し、露光後の加熱処理を行う例
が知られており、前記ラジカル発生剤として、例えばトリハロメチル基を有するトリアジ
ン化合物を用いることが知られている（特許文献１参照）。
【０００５】
　一方、印刷版作製のための製版作業の効率化の観点より、高感度化が求められており、
特表２００２－５３７４１９号公報においては、特定構造のポリカルボン酸を画像記録層
に含有せしめることで、材料の保存期間を短期化することなく、高感度化を達成する技術
が示されている。
【０００６】
　さらに赤外線吸収剤として特定のシアニン色素を用いることにより、重合の効率を高め
、加熱処理を行わずに耐刷力を高める技術が知られている（特許文献２および３参照）。
【０００７】
　しかしながら、これらの印刷版材料を製造し、製版作業を行うに際してはセーフライト
下で作業を行う必要があり作業性が悪く、又これを従来の蛍光灯白色灯下で行うと（特許
文献４参照）網点再現性が不充分な場合がある、印刷物の点質が不充分な場合がある、汚
れ回復性が悪い場合があるなどの問題点があった。
【特許文献１】特開２００１－１７５００６号公報
【特許文献２】特開２００２－２７８０５７号公報
【特許文献３】特開２００３－５３６３号公報
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【特許文献４】特開２００１－１９４８００号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、作業性が高く、また網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版及び点質
の優れた印刷物を与える感光性平版印刷版の製造方法及び使用方法を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の上記目的は、以下の手段により達成される。
【００１０】
　（請求項１）
支持体上に（Ａ）波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材及び（Ｂ）ラジ
カル発生剤を含有する画像形成層を有し、波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に発光波
長を有するレーザー光によって露光される感光性平版印刷版の製造方法であって、少なく
とも塗布工程、乾燥工程、断裁工程、検査・選別工程を有し、該塗布工程、該乾燥工程、
該断裁工程、該検査・選別工程の何れかの工程が、発光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎ
ｍにある発光ダイオード及び該発光ダイオードの発光光を吸収して黄色発光する蛍光体を
有する光源灯下に行われることを特徴とする感光性平版印刷版の製造方法。
【００１１】
　（請求項２）
前記（Ｂ）ラジカル発生剤がポリハロゲン化合物であることを特徴とする請求項１に記載
の感光性平版印刷版の製造方法。
【００１２】
　（請求項３）
支持体上に（Ａ）波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材及び（Ｂ）ラジ
カル発生剤を含有する画像形成層を有し、波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に発光波
長を有するレーザー光によって露光される感光性平版印刷版の使用方法であって、少なく
とも露光工程、現像工程、印刷工程を有し、該露光工程、該現像工程、該印刷工程の何れ
かの工程が、発光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎｍにある発光ダイオード及び該発光ダ
イオードの発光光を吸収して黄色発光する蛍光体を有する光源灯下に行われることを特徴
とする感光性平版印刷版の使用方法。
【００１３】
　（請求項４）
前記（Ｂ）ラジカル発生剤がポリハロゲン化合物であることを特徴とする請求項３に記載
の感光性平版印刷版の使用方法。
【００１４】
　（請求項５）
請求項１または２に記載の感光性平版印刷版の製造方法により製造された感光性平版印刷
版を請求項３または４に記載の感光性平版印刷版の使用方法により使用することを特徴と
する感光性平版印刷版の使用方法。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の構成により、作業性が高く、また耐刷性、汚れ回復性に優れた印刷版及び点質
の優れた印刷物を与える感光性平版印刷版の製造方法及び使用方法がを提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明は、支持体上に（Ａ）波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材及
び（Ｂ）ラジカル発生剤を含有する画像形成層を有し、波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの
範囲に発光波長を有するレーザー光によって露光される感光性平版印刷版の製造方法であ
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って、少なくとも塗布工程、乾燥工程、断裁工程、検査・選別工程を有し、該塗布工程、
該乾燥工程、該断裁工程、該検査・選別工程の何れかの工程が、発光波長極大が４００ｎ
ｍ～５００ｎｍにある発光ダイオード及びこの発光ダイオードの発光光を吸収して黄色発
光する蛍光体を有する光源灯下に行われることを特徴とする。
【００１７】
　又本発明は、支持体上に（Ａ）波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材
及び（Ｂ）ラジカル発生剤を含有する画像形成層を有し、波長７００ｎｍ～１２００ｎｍ
の範囲に発光波長を有するレーザー光によって露光される感光性平版印刷版の使用方法で
あって、少なくとも露光工程、現像工程、印刷工程を有し、該露光工程、該現像工程、該
印刷工程の何れかの工程が、発光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎｍにある発光ダイオー
ド及びこの発光ダイオードの発光光を吸収して黄色発光する蛍光体を有する光源灯下に行
われることを特徴とする。
【００１８】
　感光性平版印刷版の製造工程は、印刷版用の支持体の作製過程から始まるが、本発明の
課題は、感光性物質を取り扱う作業環境の改善も伴うものであり、支持体に感光性組成物
を塗布する工程以降に関するものである。
【００１９】
　感光性平版印刷版の製造工程の内、塗布工程以降の工程としては、塗布工程、乾燥工程
、裁断工程、検査・選別工程が挙げられる。
【００２０】
　印刷版によっては、これにマット加工工程、エージング工程、包装工程等が加わる場合
がある。
【００２１】
　また、印刷版の使用工程としては、露光工程、現像工程、印刷工程が挙げられる。
【００２２】
　なお、本発明において、塗布工程、乾燥工程、裁断工程、検査・選別工程、包装工程、
露光工程、現像工程、印刷工程とは、各工程そのもののみではなく、その工程の前段とし
てその工程に入るべく準備あるいは待機している状態及び、その工程が終了後、次の工程
に移るまでに一時的にその工程内に保持されている状態の如く、通常その工程の一連の作
業として認識されるものを含むものであり、いわばその工程及びその周辺の作業空間を意
味する。
【００２３】
　乾燥工程を例にとって説明すると、通常乾燥工程そのものは乾燥機内で行われる。画像
形成層用の感光性組成物が塗布された帯状の支持体は、乾燥機に入る前に、塗布機から乾
燥機までの間をローラ等によって搬送される。
【００２４】
　乾燥機内は通常灯りの無い暗室となっているので、この場合には、塗布された画像形成
層層が、安全灯によって感光してしまうという問題はもともと生じない。
【００２５】
　一方、乾燥機そのものは、自動運転となっている場合もあるが、運転状況を確認或いは
調製するため、作業員が乾燥機に係わる計器を確認し或いは作動させたりする場合、乾燥
工程周辺の作業空間が本発明に用いられる光源灯下であれば、特に色の識別の点で、赤色
等に比べて作業性が高く、また後述のように印刷適性に優れた印刷版が得られる。
【００２６】
　本発明の感光性平版印刷版の製造方法は、塗布工程、乾燥工程、裁断工程、検査・選別
工程のうち、少なくとも一つの工程が、発光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎｍにある発
光ダイオード及びこの発光ダイオードの発光光を吸収して黄色発光する蛍光体を有する光
源灯下に行われることを特徴とするものであるが、これらの工程全てについて上記光源灯
下で行うことが最も好ましい。
【００２７】



(5) JP 4396443 B2 2010.1.13

10

20

30

40

50

　本発明の上記した製造方法及び使用方法に用いられる光源の発光波長は可視域全体にあ
る。
【００２８】
　本発明に係る光源下で、感光性平版印刷版の製造あるいは感光性平版印刷版を使用する
に際し、通常１０ｌｘ～５０００ｌｘで、より好ましくは３０ｌｘ～１０００ｌｘの範囲
で照明することが好ましい。
【００２９】
　本発明の製造方法、使用方法において、光源は、感光性平版印刷版から概ね、０．５ｍ
～１０ｍ程度離れた位置に設置することが作業上好ましい。
【００３０】
　特に検版作業を目視で行う際には、この光源下で行うと蛍光灯での白色灯下に比して特
に作業がやり易い。
【００３１】
　本発明に係る、発光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎｍにある発光ダイオード（ＬＥＤ
）びこの発光ダイオードの発光光を吸収して黄色発光する蛍光体を有する光源としては、
例えば４０５ｎｍの青紫色のＬＥＤを用い、このＬＥＤの発光に対して黄色に発色する蛍
光体を組み合わせて一つのチップとして構成することにより得られる。
【００３２】
　光波長極大が４００ｎｍ～５００ｎｍにある発光ダイオードとしては、セレン化亜鉛、
窒化ガリウムなどが挙げられる。
【００３３】
　黄色に発色する蛍光体としては、ＹＡＧ：Ｃｅ、サイアロン蛍光体などの黄色発色の蛍
光体、または以下のような赤色発色の蛍光体と緑色発色の蛍光体とを併用した蛍光体を用
いることができる。
【００３４】
　赤色発色の蛍光体としてはＹ2Ｏ2Ｓ：Ｅｕ、Ｙ2Ｏ3：Ｅｕ、（Ｙ，Ｇｄ）ＢＯ3：Ｅｕ
が、緑色発色の蛍光体としてはＺｎＳ：Ｃｕ，Ａｌ、ＬａＰＯ4：Ｃｅ，Ｔｂ、Ｚｎ2Ｓｉ
Ｏ4：Ｍｎ、Ｇｄ2Ｏ2Ｓ：Ｔｂが挙げられる。
【００３５】
　次に本発明の製造方法及び使用方法に用いられる感光性平版印刷版について説明する。
【００３６】
　本発明に係る画像形成層は、（Ａ）波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に吸収をもつ
色材及び（Ｂ）ラジカル発生剤を含有し、ネガ型、ポジ型どちらの画像形成層もとりうる
。
【００３７】
　（（Ａ）波長７００ｎｍ～１３００ｎｍの範囲に吸収を有する色材）
　本発明に係る（Ａ）波長７００ｎｍ～１３００ｎｍの範囲に吸収を有する色材は（以下
（Ａ）と略記する場合もある）、波長７００ｎｍ～１３００ｎｍの範囲に光吸収を有し、
この吸収により熱を発生する化合物である。
【００３８】
　本発明に係る波長７００ｎｍから１３００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材としては、特に
限定は無いが、ＵＳ５３４０６９９号、特開２００１－１７５００６号公報、特表２００
２－５３７４１９号公報、特開２００２－３４１５１９号公報、特開２００３－７６０１
０号公報、特開２００２－２７８０５７号公報、特開２００３－５３６３号公報、特開２
００１－１２５２６０号公報、特開２００２－２３３６０号公報、特開２００２－４０６
３８号公報、特開２００２－６２６４２号公報、特開２００２－２７８７０５７号公報等
に記載のある、赤外線吸収剤、光熱変換剤、近赤外染料、顔料を用いることができる。
【００３９】
　好ましくは、シアニン色素、スクアリリウム色素、オキソノール色素、ピリリウム色素
、チオピリリウム色素、ポリメチン色素、油溶性フタロシアニン色素、トリアリールアミ
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ン色素、チアゾリウム色素、オキサゾリウム色素、ポリアニリン色素、ポリピロール色素
、ポリチオフェン色素を用いることができる。
【００４０】
　その他、カーボンブラック、チタンブラック、酸化鉄粉、コロイド銀等の顔料類も好ま
しく用いる事ができる。吸光係数、光熱変換効率、価格等の観点から、染料類として特に
好ましいのは、シアニン色素であり、顔料類として特に好ましいのは、カーボンブラック
である。
【００４１】
　上記シアニン色素の好ましい具体例としては、例えば、特開２００１－１３３９６９号
公報の段落番号［００１７］～［００１９］、特開２００２－２３３６０号公報の段落番
号［００１２］～［００３８］、特開２００２－４０６３８号公報の段落番号［００１２
］～［００２３］に記載されたものを挙げることができる。
【００４２】
　波長７００ｎｍ～１３００ｎｍの範囲に吸収をもつ色材の、画像形成層中の添加量は、
色材の吸光係数により異なるが、露光波長における平版印刷版材料の反射濃度が、０．３
～３．０の範囲となる量を添加することが好ましい。
【００４３】
　更に好ましくは、該濃度が０．５から２．０の範囲となる添加量とすることである。例
えば、上記の好ましい具体例に挙げたシアニン色素の場合は、該濃度とするために、１０
～１００ｍｇ／ｍ2程度となる量を画像形成層中に添加する。
【００４４】
　（（Ｂ）ラジカル発生剤）
　（Ｂ）ラジカル発生剤（以下（Ｂ）と略記する場合がある）は、（Ａ）が露光光を吸収
して発生する熱により、ラジカルを発生し得るものである。
【００４５】
　（Ｂ）ラジカル発生剤は、（Ａ）が露光光を吸収して発生する熱により、ポジ型の場合
は主に酸として機能し、露光された部分の画像形成層の現像液に対する溶解性を高め、露
光された部分の画像形成層を支持体から除去され得るように作用し、ネガ型の場合は、例
えば重合を開始あるいは促進させるように機能し、露光された部分の画像形成層を硬化さ
せることにより、露光された部分の画像形成層を支持体から除去されないように作用する
。
【００４６】
　（Ｂ）ラジカル発生剤としては、ポリハロゲン化合物、ヨードニウム塩、スルホニウム
塩などが挙げられるが、特にポリハロゲン化合物を含む場合に本発明の効果を大きい。
【００４７】
　本発明に係る感熱画像形成層としては、（Ａ）及びポリハロゲン化合物を含むポジ型の
感熱画像形成層または、（Ａ）、ポリハロゲン化合物及び重合開始剤を含む重合型のネガ
型感熱画像形成層の場合が特に本発明の効果が大きく好ましい。
【００４８】
　ポジ型の画像形成層としては、例えば酸により分解可能な物質を含む画像形成層が、ま
たネガ型の画像形成層としては重合成分を含む画像形成層が好ましく用いられる。
【００４９】
　上記の酸により分解可能な物質を含むポジ型の画像形成層としては、例えば特開平９－
１７１２５４号に記載のレーザー露光により酸を発生する光酸発生剤と発生した酸により
分解し、現像液への溶解性が増大する酸分解化合物および赤外線吸収剤からなる画像形成
層が挙げられる。この場合、光酸発生剤は、本発明に係る（Ｂ）ラジカル発生剤に相当す
る。
【００５０】
　この光酸発生剤としては、各種の公知化合物及び混合物が挙げられる。
【００５１】
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　例えば、ジアゾニウム、ホスホニウム、スルホニウム、及びヨードニウムのＢＦ4
-、Ｐ

Ｆ6
-、ＳｂＦ6

-、ＳｉＦ6
2-、ＣｌＯ4

-などの塩、有機ハロゲン化合物、オルトキノン－
ジアジドスルホニルクロリド、及び有機金属／有機ハロゲン化合物も活性光線の照射の際
に酸を形成又は分離する活性光線感光性成分であり、光酸発生剤として使用することがで
きる。
【００５２】
　遊離基形成性の光開始剤として知られる有機ハロゲン化合物は、ハロゲン化水素酸を形
成する化合物で、光酸発生剤として使用することができる。
【００５３】
　前記のハロゲン化水素酸を形成する化合物の例としては、米国特許第３，５１５，５５
２号、同３，５３６，４８９号及び同３，７７９，７７８号及び西ドイツ国特許第２，２
４３，６２１号に記載されているものが挙げられ、又、例えば、西ドイツ国特許第２，６
１０，８４２号に記載の光分解により酸を発生させる化合物も、使用することができる。
また、特開昭５０－３６２０９号に記載されているｏ－ナフトキノンジアジド－４－スル
ホン酸ハロゲニドを用いることができる。
【００５４】
　光酸発生剤（（Ｂ）ラジカル発生剤）としては、ポリハロゲン化合物が本発明の効果が
大きく特に好ましい。
【００５５】
　ここでいうポリハロゲン化合物は、トリハロゲンメチル基、ジハロゲンメチル基又はジ
ハロゲンメチレン基を有する化合物であり、特に下記一般式（１）で表されるハロゲン化
合物及び上記基がオキサジアゾール環に置換した化合物が好ましく用いられる。この中で
もさらに、下記一般式（２）で表されるハロゲン化合物が特に好ましく用いられる。
【００５６】
　一般式（１）　　Ｒ1－ＣＹ2－（Ｃ＝Ｏ）－Ｒ2

　式中、Ｒ1は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アリール基、アシル基、アルキ
ルスルホニル基、アリールスルホニル基、イミノスルホニル基またはシアノ基を表す。Ｒ
2は一価の置換基を表す。Ｒ1とＲ2が結合して環を形成してもかまわない。Ｙはハロゲン
原子を表す。
【００５７】
　一般式（２）　　ＣＹ3－（Ｃ＝Ｏ）－Ｘ－Ｒ3

　式中、Ｒ3は、一価の置換基を表す。Ｘは、－Ｏ－、－ＮＲ4－を表す。Ｒ4は、水素原
子、アルキル基を表す。Ｒ3とＲ4が結合して環を形成してもかまわない。Ｙはハロゲン原
子を表す。これらの中でも特にポリハロゲンアセチルアミド基を有するものが好ましく用
いられる。
【００５８】
　一般式（１）で表される構造の具体的として、下記ＢＲ１からＢＲ７０の化合物が挙げ
られる。又、ポリハロゲンメチル基がオキサジアゾール環に置換した化合物も好ましく用
いられ、この例をＨ－１～Ｈ－１４に挙げる。さらに、特開平５－３４９０４号公報、堂
－４５８７５号公報、同８－２４０９０９号公報に記載のオキサジアゾール化合物も好ま
しく用いられる。
【００５９】
　尚、これらの化合物はハロゲン原子を臭素から塩素に置き換えた化合物も本発明におい
ては好適に用いることができる。本発明に好ましく用いられる、ポリハロゲン化合物の具
体例を以下に挙げる。
【００６０】
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【化１】

【００６１】
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【化２】

【００６２】
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【化３】

【００６３】
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【化５】

【００６５】
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【００６６】
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【化７】

【００６７】
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【化９】

【００６９】
　光酸発生剤の含有量は、その化学的性質及び画像形成層の組成あるいは物性によって広
範囲に変えることができるが、画像形成層の固形分の全質量に対して、約０．１～約２０
質量％の範囲が適当であり、好ましくは０．２～１０質量％の範囲である。
【００７０】
　酸分解化合物としては、具体的には特開昭４８－８９００３号、同５１－１２０７１４
号、同５３－１３３４２９号、同５５－１２９９５号、同５５－１２６２３６号、同５６
－１７３４５号等に記載されているＣ－Ｏ－Ｃ結合を有する化合物、特開昭６０－３７５
４９号、同６０－１２１４４６号に記載されているＳｉ－Ｏ－Ｃ結合を有する化合物、特
開昭６０－３６２５号、同６０－１０２４７号に記載されているその他の酸分解化合物。
さらにまた特願昭６１－１６６８７号に記載されているＳｉ－Ｎ結合を有する化合物、特
願昭６１－９４６０３号に記載されている炭酸エステル、特願昭６０－２５１７４４号に
記載されているオルト炭酸エステル、特願昭６１－１２５４７３号に記載されているオル
トチタン酸エステル、特願昭６１－１２５４７４号に記載されているオルトケイ酸エステ
ル、特願昭６１－１５５４８１号に記載されているアセタール及びケタール、特願昭６１
－８７７６９号に記載されているＣ－Ｓ結合を有する化合物などが挙げられるが、これら
のうち、前記特開昭５３－１３３４２９号、同５６－１７３４５号、同６０－１２１４４
６号、同６０－３７５４９号及び特願昭６０－２５１７４４号、同６１－１５５４８１号
に記載されているＣ－Ｏ－Ｃ結合を有する化合物、Ｓｉ－Ｏ－Ｃ結合を有する化合物、オ
ルト炭酸エステル、アセタール類、ケタール類及びシリルエーテル類が好ましい。
【００７１】
　酸分解化合物の含有量は、画像形成層を形成する組成物の全固形分に対し、５～７０質
量％が好ましく、特に好ましくは１０～５０質量％である。酸分解化合物は１種を用いて
もよいし、２種以上を混合して用いてもよい。
【００７２】
　上記ポジ型の画像形成層は、必要に応じ結着剤を適宜含んでもよい。
【００７３】
　ネガ型画像形成層に用いられる（Ｂ）は、上記のように例えば重合を開始あるいは、促
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進させるように機能し、露光された部分の画像形成層を硬化させることにより、露光され
た部分の画像形成層を支持体から除去されないように作用する。
【００７４】
　この場合、ネガ型の画像形成層は、重合可能な不飽和基含有化合物を含有し、（Ｂ）は
、重合可能な不飽和基含有化合物の重合を開始、あるいは促進する作用するが、さらに単
に光のみでラジカルを発生し重合を開始する重合開始剤を含んでもよい。
【００７５】
　これらの、熱によりラジカルを発生する（Ｂ）を含む重合開始剤の例としては以下のも
のが挙げられるが、上記ポジ型と同様にポリハロゲン化合物を用いるのが好ましい。
【００７６】
　（重合開始剤）
　例えばＪ．コーサー（Ｊ．Ｋｏｓａｒ）著「ライト・センシテイブ・システムズ」第５
章に記載されるようなカルボニル化合物、有機硫黄化合物、過硫化物、レドックス系化合
物、アゾ並びにジアゾ化合物、ハロゲン化合物、光還元性色素などが挙げられる。更に具
体的な化合物は英国特許１，４５９，５６３号に開示されている。
【００７７】
　即ち、重合開始剤としては、次のようなものを使用することができる。
【００７８】
　ベンゾインメチルエーテル、ベンゾイン－ｉ－プロピルエーテル、α，α－ジメトキシ
－α－フェニルアセトフェノン等のベンゾイン誘導体；ベンゾフェノン、２，４－ジクロ
ロベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル安息香酸メチル、４，４′－ビス（ジメチルアミノ）
ベンゾフェノン等のベンゾフェノン誘導体；２－クロロチオキサントン、２－ｉ－プロピ
ルチオキサントン等のチオキサントン誘導体；２－クロロアントラキノン、２－メチルア
ントラキノン等のアントラキノン誘導体；Ｎ－メチルアクリドン、Ｎ－ブチルアクリドン
等のアクリドン誘導体；α，α－ジエトキシアセトフェノン、ベンジル、フルオレノン、
キサントン、ウラニル化合物の他、特公昭５９－１２８１号公報、同６１－９６２１号公
報ならびに特開昭６０－６０１０４号公報記載のトリアジン誘導体；特開昭５９－１５０
４号公報、同６１－２４３８０７号公報記載の有機過酸化物；特公昭４３－２３６８４号
公報、同４４－６４１３号公報、同４４－６４１３号公報、同４７－１６０４号公報なら
びに米国特許３，５６７，４５３号記載のジアゾニウム化合物；米国特許２，８４８，３
２８号、同２，８５２，３７９号ならびに同２，９４０，８５３号記載の有機アジド化合
物；特公昭３６－２２０６２号公報、同３７－１３１０９号公報、同３８－１８０１５号
公報ならびに同４５－９６１０号公報記載のｏ－キノンジアジド類；特公昭５５－３９１
６２号公報、特開昭５９－１４０２３号公報ならびに「マクロモレキュルス（Ｍａｃｒｏ
ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ）」１０巻，１３０７頁（１９７７年）記載の各種オニウム化合物；
特開昭５９－１４２２０５号公報記載のアゾ化合物；特開平１－５４４４０号公報、ヨー
ロッパ特許１０９，８５１号、同１２６，７１２号ならびに「ジャーナル・オブ・イメー
ジング・サイエンス（Ｊ．Ｉｍａｇ．Ｓｃｉ．）」３０巻，１７４頁（１９８６年）記載
の金属アレン錯体；特願平４－５６８３１号公報及び同４－８９５３５号公報記載の（オ
キソ）スルホニウム有機硼素錯体；特開昭５９－１５２３９６号公報、開昭６１－１５１
１９７号公報記載のチタノセン類；「コーディネーション・ケミストリー・レビュー（Ｃ
ｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎＣｈｅｍｉｓｔｒｙＲｅｖｉｅｗ）」８４巻，８５～２７７頁（
１９８８年）ならびに特開平２－１８２７０１号公報記載のルテニウム等の遷移金属を含
有する遷移金属錯体；特開平３－２０９４７７号公報記載の２，４，５－トリアリールイ
ミダゾール二量体；四臭化炭素、特開昭５９－１０７３４４号公報記載の有機ハロゲン化
合物等。
【００７９】
　さらに、重合開始剤の例としては、特表２００２－５３７４１９号公報記載のラジカル
を生成可能な化合物、特開２００１－１７５００６号公報、特開２００２－２７８０５７
号公報、特開２００３－５３６３号公報記載の重合開始剤等を用いることができる他、特
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開２００３－７６０１０号公報記載の、一分子中にカチオン部を二個以上有するオニウム
塩、特開２００１－１３３９６６号公報のＮ－ニトロソアミン系化合物、特開２００１－
３４３７４２の熱によりラジカルを発生する化合物、特開２００２－６４８２号公報の熱
により酸又はラジカルを発生する化合物、特開２００２－１１６５３９号公報のボレート
化合物、特開２００２－１４８７９０号公報の熱により酸又はラジカルを発生する化合物
、特開２００２－２０７２９３号公報の重合性の不飽和基を有する光又は熱重合開始剤、
特開２００２－２６８２１７号公報の２価以上のアニオンを対イオンとして有するオニウ
ム塩、特開２００２－３２８４６５号公報の特定構造スルホニルスルホン化合物、特開２
００２－３４１５１９号公報の熱によりラジカルを発生する化合物、等の化合物も使用で
きる。
【００８０】
　重合開始剤の画像形成層中への添加量は特に制限はないが、好ましくは、画像形成層の
構成成分中、０．１～２０質量％の範囲が好ましい。さらに、好ましくは０．８～１５質
量％である。
【００８１】
　（重合可能な不飽和基含有化合物）
　重合可能な不飽和基含有化合物は分子内に、重合可能な不飽和基、を有する化合物であ
り、一般的なラジカル重合性のモノマー類、紫外線硬化樹脂に一般的に用いられる分子内
に付加重合可能なエチレン性二重結合を複数有する多官能モノマー類や、多官能オリゴマ
ー類を用いることができる。
【００８２】
　これらの重合可能なエチレン性二重結合含有化合物に特に限定は無いが、好ましいもの
として、例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレー
ト、グリセロールアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、フェノキシエチ
ルアクリレート、ノニルフェノキシエチルアクリレート、テトラヒドロフルフリルオキシ
エチルアクリレート、テトラヒドロフルフリルオキシヘキサノリドアクリレート、１，３
－ジオキサンアルコールのε－カプロラクトン付加物のアクリレート、１，３－ジオキソ
ランアクリレート等の単官能アクリル酸エステル類、或いはこれらのアクリレートをメタ
クリレート、イタコネート、クロトネート、マレエートに代えたメタクリル酸、イタコン
酸、クロトン酸、マレイン酸エステル、例えば、エチレングリコールジアクリレート、ト
リエチレングルコールジアクリレート、ペンタエリスリトールジアクリレート、ハイドロ
キノンジアクリレート、レゾルシンジアクリレート、ヘキサンジオールジアクリレート、
ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、ヒ
ドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールのジアクリレート、ネオペンチルグリコール
アジペートのジアクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールのε－カプ
ロラクトン付加物のジアクリレート、２－（２－ヒドロキシ－１，１－ジメチルエチル）
－５－ヒドロキシメチル－５－エチル－１，３－ジオキサンジアクリレート、トリシクロ
デカンジメチロールアクリレート、トリシクロデカンジメチロールアクリレートのε－カ
プロラクトン付加物、１，６－ヘキサンジオールのジグリシジルエーテルのジアクリレー
ト等の２官能アクリル酸エステル類、或いはこれらのアクリレートをメタクリレート、イ
タコネート、クロトネート、マレエートに代えたメタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸
、マレイン酸エステル、例えばトリメチロールプロパントリアクリレート、ジトリメチロ
ールプロパンテトラアクリレート、トリメチロールエタントリアクリレート、ペンタエリ
スリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリ
スリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタ
エリスリトールヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレートのε－
カプロラクトン付加物、ピロガロールトリアクリレート、プロピオン酸・ジペンタエリス
リトールトリアクリレート、プロピオン酸・ジペンタエリスリトールテトラアクリレート
、ヒドロキシピバリルアルデヒド変性ジメチロールプロパントリアクリレート等の多官能
アクリル酸エステル酸、或いはこれらのアクリレートをメタクリレート、イタコネート、
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クロトネート、マレエートに代えたメタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、マレイン酸
エステル等を挙げることができる。
【００８３】
　また、プレポリマーも上記同様に使用することができる。プレポリマーは、１種又は２
種以上を併用してもよいし、上述の単量体及び／又はオリゴマーと混合して用いてもよい
。
【００８４】
　プレポリマーとしては、例えばアジピン酸、トリメリット酸、マレイン酸、フタル酸、
テレフタル酸、ハイミック酸、マロン酸、こはく酸、グルタール酸、イタコン酸、ピロメ
リット酸、フマル酸、グルタール酸、ピメリン酸、セバシン酸、ドデカン酸、テトラヒド
ロフタル酸等の多塩基酸と、エチレングリコール、プロピレングルコール、ジエチレング
リコール、プロピレンオキサイド、１，４－ブタンジオール、トリエチレングリコール、
テトラエチレングリコール、ポリエチレングリコール、グリセリン、トリメチロールプロ
パン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、１，６－ヘキサンジオール、１，２，６－
ヘキサントリオール等の多価のアルコールの結合で得られるポリエステルに（メタ）アク
リル酸を導入したポリエステルアクリレート類、例えば、ビスフェノールＡ・エピクロル
ヒドリン・（メタ）アクリル酸、フェノールノボラック・エピクロルヒドリン・（メタ）
アクリル酸のようにエポキシ樹脂に（メタ）アクリル酸を導入したエポキシアクリレート
類、例えば、エチレングリコール・アジピン酸・トリレンジイソシアネート・２－ヒドロ
キシエチルアクリレート、ポリエチレングリコール・トリレンジイソシアネート・２－ヒ
ドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルフタリルメタクリレート・キシレンジイ
ソシアネート、１，２－ポリブタジエングリコール・トリレンジイソシアネート・２－ヒ
ドロキシエチルアクリレート、トリメチロールプロパン・プロピレングリコール・トリレ
ンジイソシアネート・２－ヒドロキシエチルアクリレートのように、ウレタン樹脂に（メ
タ）アクリル酸を導入したウレタンアクリレート、例えば、ポリシロキサンアクリレート
、ポリシロキサン・ジイソシアネート・２－ヒドロキシエチルアクリレート等のシリコー
ン樹脂アクリレート類、その他、油変性アルキッド樹脂に（メタ）アクリロイル基を導入
したアルキッド変性アクリレート類、スピラン樹脂アクリレート類等のプレポリマーが挙
げられる。
【００８５】
　この画像形成層には、ホスファゼンモノマー、トリエチレングリコール、イソシアヌー
ル酸ＥＯ（エチレンオキシド）変性ジアクリレート、イソシアヌール酸ＥＯ変性トリアク
リレート、ジメチロールトリシクロデカンジアクリレート、トリメチロールプロパンアク
リル酸安息香酸エステル、アルキレングリコールタイプアクリル酸変性、ウレタン変性ア
クリレート等の単量体及び該単量体から形成される構成単位を有する付加重合性のオリゴ
マー及びプレポリマーを含有することができる。
【００８６】
　更に、併用可能な化合物として、少なくとも一つの（メタ）アクリロイル基を含有する
リン酸エステル化合物が挙げられる。該化合物は、リン酸の水酸基の少なくとも一部がエ
ステル化された化合物である。
【００８７】
　その他に、特開昭５８－２１２９９４号公報、同６１－６６４９号公報、同６２－４６
６８８号公報、同６２－４８５８９号公報、同６２－１７３２９５号公報、同６２－１８
７０９２号公報、同６３－６７１８９号公報、特開平１－２４４８９１号公報等に記載の
化合物などを挙げることができ、更に「１１２９０の化学商品」化学工業日報社、２８６
頁～２９４頁に記載の化合物、「ＵＶ・ＥＢ硬化ハンドブック（原料編）」高分子刊行会
、１１頁～６５頁に記載の化合物なども本発明においては好適に用いることができる。こ
れらの中で、分子内に２以上のアクリル基又はメタクリル基を有する化合物が本発明にお
いては好ましく、更に分子量が１０，０００以下、より好ましくは５，０００以下のもの
が好ましい。
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【００８８】
　また分子内に三級アミノ基を含有する付加重合可能なエチレン性二重結合含有単量体も
を好ましく用いることができる。構造上の限定は特に無いが、水酸基を有する三級アミン
化合物を、グリシジルメタクリレート、メタクリル酸クロリド、アクリル酸クロリド等で
変性したものが好ましく用いられる。具体的には、特開平１－１６５６１３号公報、特開
平１－２０３４１３号公報記載の重合可能な化合物等が好ましく用いられる。
【００８９】
　さらに本発明では、分子内に三級アミノ基を含有する多価アルコール、ジイソシアネー
ト化合物、および分子内にヒドロキシル基と付加重合可能なエチレン性二重結合を含有す
る化合物の反応生成物も好ましく用いられる。特に、３級アミノ基及びアミド結合を有す
る化合物が好ましく用いられる。
【００９０】
　ここでいう、分子内に三級アミノ基を含有する多価アルコールとしては、トリエタノー
ルアミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、Ｎ－エチルジエタノールアミン、Ｎ－ｎ－ブ
チルジエタノールアミン、Ｎ－ｔｅｒｔ．－ブチルジエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジ（ヒ
ドロキシエチル）アニリン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ－２－ヒドロキシプロピルエチ
レンジアミン、ｐ－トリルジエタノールアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ－２－ヒド
ロキシエチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシプロピル）アニリン、ア
リルジエタノールアミン、３－（ジメチルアミノ）－１，２－プロパンジオール、３－ジ
エチルアミノ－１，２－プロパンジオ－ル、Ｎ，Ｎ－ジ（ｎ－プロピル）アミノ－２，３
－プロパンジオール、Ｎ，Ｎ－ジ（ｉｓｏ－プロピル）アミノ－２，３－プロパンジオー
ル、３－（Ｎ－メチル－Ｎ－ベンジルアミノ）－１，２－プロパンジオール等が挙げられ
るが、これに限定されない。
【００９１】
　ジイソシアネート化合物としては、ブタン－１，４－ジイソシアネート、ヘキサン－１
，６－ジイソシアネート、２－メチルペンタン－１，５－ジイソシアネート、オクタン－
１，８－ジイソシアネート、１，３－ジイソシアナートメチル－シクロヘキサノン、２，
２，４－トリメチルヘキサン－１，６－ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート
、１，２－フェニレンジイソシアネート、１，３－フェニレンジイソシアネート、１，４
－フェニレンジイソシアネート、トリレン－２，４－ジイソシアネート、トリレン－２，
５－ジイソシアネート、トリレン－２，６－ジイソシアネート、１，３－ジ（イソシアナ
ートメチル）ベンゼン、１，３－ビス（１－イソシアナート－１－メチルエチル）ベンゼ
ン等が挙げられるが、これらに限定されない。
【００９２】
　分子内にヒドロキシル基と付加重合可能なエチレン性二重結合を含有する化合物として
は、例えば２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、
４－ヒドロキシブチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピレン－１，３－ジメタクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピレン－１－メタクリレート－３－アクリレート等が挙げられ
る。
【００９３】
　これらの反応は、通常のジオール化合物、ジイソシアネート化合物、ヒドロキシル基含
有アクリレート化合物の反応で、ウレタンアクリレートを合成する方法と同様に行うこと
が出来る。
【００９４】
　これらの分子内に三級アミノ基を含有する多価アルコール、ジイソシアネート化合物、
および分子内にヒドロキシル基と付加重合可能なエチレン性二重結合を含有する化合物の
反応生成物において具体例を以下に示す。
Ｍ－１：トリエタノールアミン（１モル）、ヘキサン－１，６－ジイソシアネート（３モ
ル）、２－ヒドロキシエチルメタクリレート（３モル）の反応生成物
Ｍ－２：トリエタノールアミン（１モル）、イソホロンジイソシアネート（３モル）、２



(21) JP 4396443 B2 2010.1.13

10

20

30

40

50

－ヒドロキシエチルアクリレート（３モル）の反応生成物
Ｍ－３：Ｎ－ｎ－ブチルジエタノールアミン（１モル）、１，３－ビス（１－イソシアナ
ート－１－メチルエチル）ベンゼン（２モル）、２－ヒドロキシプロピレン－１－メタク
リレート－３－アクリレート（２モル）の反応生成物
Ｍ－４：Ｎ－ｎ－ブチルジエタノールアミン（１モル）、１，３－ジ（イソシアナートメ
チル）ベンゼン（２モル）、２－ヒドロキシプロピレン－１－メタクリレート－３－アク
リレート（２モル）の反応生成物
Ｍ－５：Ｎ－メチルジエタノールアミン（１モル）、トリレン－２，４－ジイソシアネー
ト（２モル）、２－ヒドロキシプロピレン－１，３－ジメタクリレート（２モル）の反応
生成物
Ｍ－６：トリエタノールアミン（１モル）、１，３－ビス（１－イソシアナート－１－メ
チルエチル）ベンゼン（３モル）、２－ヒドロキシエチルメタクリレート（３モル）の反
応生成物
Ｍ－７：エチレンジアミンテトラエタノール（１モル）、１，３－ビス（１－イソシアナ
ート－１－メチルエチル）ベンゼン（４モル）、２－ヒドロキシエチルメタクリレート（
４モル）の反応生成物
　この他にも、特開平１－１０５２３８号公報、特開平２－１２７４０４号公報記載の、
アクリレートまたはアルキルアクリレートが用いることが出来る。
【００９５】
　重合可能な不飽和基含有化合物の添加量は、画像形成層層に対して、５～８０質量％が
好ましく１５～６０質量％であることがより好ましい。
【００９６】
　上記の重合成分を含む画像形成層は、アルカリ可溶性高分子化合物を含むことが好まし
い。
【００９７】
　アルカリ可溶性高分子化合物は、酸価を有する高分子化合物であり、具体的には以下の
様な各種の構造を有する共重合体を好適に使用することが出来る。
【００９８】
　上記共重合体として、アクリル系重合体、ポリビニルブチラール樹脂、ポリウレタン樹
脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリカーボネ
ート樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラック、その他
の天然樹脂等が使用出来る。これらを２種以上併用してもかまわない。
【００９９】
　これらのうちカルボキシ基、水酸基を有するポリマーが好ましく用いられ、特にカルボ
キシ基を有するポリマーが好ましく用いられる。
【０１００】
　これらのうちアクリル系のモノマーの共重合によって得られるビニル系共重合が好まし
く用いられる。さらに、共重合組成として、（ａ）カルボキシル基含有モノマー、（ｂ）
メタクリル酸アルキルエステル、またはアクリル酸アルキルエステルの共重合体であるこ
とが好ましい。
【０１０１】
　カルボキシル基含有モノマーの具体例としては、α，β－不飽和カルボン酸類、例えば
アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、イタコン酸、無水イタコン酸
等が挙げられる。その他、フタル酸と２－ヒドロキシメタクリレートのハーフエステル等
のカルボン酸も好ましい。
【０１０２】
　メタクリル酸アルキルエステル、アクリル酸アルキルエステルの具体例としては、メタ
クリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ブチル、メ
タクリル酸アミル、メタクリル酸ヘキシル、メタクリル酸ヘプチル、メタクリル酸オクチ
ル、メタクリル酸ノニル、メタクリル酸デシル、メタクリル酸ウンデシル、メタクリル酸
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ドデシル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチ
ル、アクリル酸アミル、アクリル酸ヘキシル、アクリル酸ヘプチル、アクリル酸オクチル
、アクリル酸ノニル、アクリル酸デシル、アクリル酸ウンデシル、アクリル酸ドデシル等
の無置換アルキルエステルの他、メタクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸シクロヘキシ
ル等の環状アルキルエステルや、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸－２－クロロエチ
ル、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレート、グリシジルメタクリレート、アクリ
ル酸ベンジル、アクリル酸－２－クロロエチル、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリレ
ート、グリシジルアクリレート等の置換アルキルエステルも挙げられる。
【０１０３】
　さらに、他の共重合モノマーとして、下記（１）～（１４）に記載のモノマー等を用い
たものも使用できる。
【０１０４】
　１）芳香族水酸基を有するモノマー、例えばｏ－（又はｐ－，ｍ－）ヒドロキシスチレ
ン、ｏ－（又はｐ－，ｍ－）ヒドロキシフェニルアクリレート等。
【０１０５】
　２）脂肪族水酸基を有するモノマー、例えば２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－
ヒドロキシエチルメタクリレート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタ
クリルアミド、４－ヒドロキシブチルメタクリレート、５－ヒドロキシペンチルアクリレ
ート、５－ヒドロキシペンチルメタクリレート、６－ヒドロキシヘキシルアクリレート、
６－ヒドロキシヘキシルメタクリレート、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミド
、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）メタクリルアミド、ヒドロキシエチルビニルエーテル等
。
【０１０６】
　３）アミノスルホニル基を有するモノマー、例えばｍ－（又はｐ－）アミノスルホニル
フェニルメタクリレート、ｍ－（又はｐ－）アミノスルホニルフェニルアクリレート、Ｎ
－（ｐ－アミノスルホニルフェニル）メタクリルアミド、Ｎ－（ｐ－アミノスルホニルフ
ェニル）アクリルアミド等。
【０１０７】
　４）スルホンアミド基を有するモノマー、例えばＮ－（ｐ－トルエンスルホニル）アク
リルアミド、Ｎ－（ｐ－トルエンスルホニル）メタクリルアミド等。
【０１０８】
　５）アクリルアミド又はメタクリルアミド類、例えばアクリルアミド、メタクリルアミ
ド、Ｎ－エチルアクリルアミド、Ｎ－ヘキシルアクリルアミド、Ｎ－シクロヘキシルアク
リルアミド、Ｎ－フェニルアクリルアミド、Ｎ－（４－ニトロフェニル）アクリルアミド
、Ｎ－エチル－Ｎ－フェニルアクリルアミド、Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）アクリル
アミド、Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）メタクリルアミド等。
【０１０９】
　６）弗化アルキル基を含有するモノマー、例えばトリフルオロエチルアクリレート、ト
リフルオロエチルメタクリレート、テトラフルオロプロピルメタクリレート、ヘキサフル
オロプロピルメタクリレート、オクタフルオロペンチルアクリレート、オクタフルオロペ
ンチルメタクリレート、ヘプタデカフルオロデシルメタクリレート、Ｎ－ブチル－Ｎ－（
２－アクリロキシエチル）ヘプタデカフルオロオクチルスルホンアミド等。
【０１１０】
　７）ビニルエーテル類、例えば、エチルビニルエーテル、２－クロロエチルビニルエー
テル、プロピルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル、オクチルビニルエーテル、フェ
ニルビニルエーテル等。
【０１１１】
　８）ビニルエステル類、例えばビニルアセテート、ビニルクロロアセテート、ビニルブ
チレート、安息香酸ビニル等。
【０１１２】
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　９）スチレン類、例えばスチレン、メチルスチレン、クロロメチルスチレン等。
【０１１３】
　１０）ビニルケトン類、例えばメチルビニルケトン、エチルビニルケトン、プロピルビ
ニルケトン、フェニルビニルケトン等。
【０１１４】
　１１）オレフィン類、例えばエチレン、プロピレン、ｉ－ブチレン、ブタジエン、イソ
プレン等。
【０１１５】
　１２）Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカルバゾール、４－ビニルピリジン等。
【０１１６】
　１３）シアノ基を有するモノマー、例えばアクリロニトリル、メタクリロニトリル、２
－ペンテンニトリル、２－メチル－３－ブテンニトリル、２－シアノエチルアクリレート
、ｏ－（又はｍ－，ｐ－）シアノスチレン等。
【０１１７】
　１４）アミノ基を有するモノマー、例えばＮ，Ｎ－ジエチルアミノエチルメタクリレー
ト、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタク
リレート、ポリブタジエンウレタンアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、アクリロイルモルホリン、Ｎ－ｉ－プロ
ピルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド等。
【０１１８】
　さらに、これらのモノマーと共重合し得る他のモノマーを共重合してもよい。
【０１１９】
　又、上記ビニル系共重合体の分子内に存在するカルボキシル基に、分子内に（メタ）ア
クリロイル基とエポキシ基を有する化合物を付加反応させる事によって得られる、不飽和
結合含有ビニル系共重合体も好ましく用いられる。
【０１２０】
　分子内に不飽和結合とエポキシ基を共に含有する化合物としては、具体的にはグリシジ
ルアクリレート、グリシジルメタクリレート、特開平１１－２７１９６９号に記載のある
エポキシ基含有不飽和化合物等が挙げられる。
【０１２１】
　これらのアルカリ可溶性高分子化合物の中でも、酸価が３０～２００の化合物が好まし
く、このうち特に質量平均分子量が１５，０００～５００，０００であるものが、さらに
好ましい。
【０１２２】
　これらのうち重合可能な不飽和基を有するものが好ましく、特に重合可能な不飽和基を
有する単位の割合が、高分子化合物全体の繰り返し単位に対して、５～５０％であるもの
が好ましい。
【０１２３】
　重合性不飽和基を有するアルカリ可溶性高分子化合物は、公知の方法を制限無く使用で
きる。
【０１２４】
　例えば、カルボキシル基にグリシジル基を反応させる方法、水酸基にイソシアネート基
を反応させる方法等を挙げることができる。
【０１２５】
　（高分子結合材）
　上記重合型の画像形成層は、さらに高分子結合材を含有することができる。
【０１２６】
　高分子結合材としては、アクリル系重合体、ポリビニルブチラール樹脂、ポリウレタン
樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリカーボ
ネート樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラック、その
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他の天然樹脂等が使用出来る。また、これらを２種以上併用してもかまわない。
【０１２７】
　（重合禁止剤）
　上記重合型の画像形成層は、重合禁止剤を必要に応じ含有することができる。
【０１２８】
　重合禁止剤としては、例えば塩基定数（ｐＫｂ）が７～１４であるピペリジン骨格を有
するヒンダードアミン化合物等が挙がられる。
【０１２９】
　重合禁止剤の添加量は、重合可能な不飽和基含有化合物に対して、約０．００１～１０
質量％が好ましく、０．０１～１０質量％が特に好ましく、さらに０．１～５質量％が好
ましい。
【０１３０】
　画像形成層には、上記した重合禁止剤の他に、他の重合禁止剤を添加してもよい。他の
重合禁止剤としてはハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ－ｔ－ブチル－ｐ－ク
レゾール、ピロガロール、ｔ－ブチルカテコール、ベンゾキノン、４，４′－チオビス（
３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２′－メチレンビス（４－メチル－６－
ｔ－ブチルフェノール）、Ｎ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミン第一セリウム塩、２
－ｔ－ブチル－６－（３－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４－メ
チルフェニルアクリレート等があげられる。
【０１３１】
　また、画像形成層には着色剤も使用することができ、着色剤としては、市販のものを含
め従来公知のものが好適に使用できる。例えば、改訂新版「顔料便覧」，日本顔料技術協
会編（誠文堂新光社）、カラーインデックス便覧等に述べられているものが挙げられる。
【０１３２】
　顔料の種類としては、黒色顔料、黄色顔料、赤色顔料、褐色顔料、紫色顔料、青色顔料
、緑色顔料、蛍光顔料、金属粉顔料等が挙げられる。具体的には、無機顔料（二酸化チタ
ン、カーボンブラック、グラファイト、酸化亜鉛、プルシアンブルー、硫化カドミウム、
酸化鉄、ならびに鉛、亜鉛、バリウム及びカルシウムのクロム酸塩等）及び有機顔料（ア
ゾ系、チオインジゴ系、アントラキノン系、アントアンスロン系、トリフェンジオキサジ
ン系の顔料、バット染料顔料、フタロシアニン顔料及びその誘導体、キナクリドン顔料等
）が挙げられる。
【０１３３】
　これらの中でも、使用する露光レーザーに対応した分光増感色素の吸収波長域に実質的
に吸収を持たない顔料を選択して使用することが好ましく、この場合、使用するレーザー
波長での積分球を用いた顔料の反射吸収が０．０５以下であることが好ましい。又、顔料
の添加量としては、上記組成物の固形分に対し０．１～１０質量％が好ましく、より好ま
しくは０．２～５質量％である。
【０１３４】
　画像形成層の上側には、保護層を設けることが好ましい。該保護層（酸素遮断層）は、
後述の現像液（一般にはアルカリ水溶液）への溶解性が高いことが好ましく、具体的には
、ポリビニルアルコール及びポリビニルピロリドンを主成分とする層を挙げることができ
る。ポリビニルアルコールは酸素の透過を抑制する効果を有し、またポリビニルピロリド
ンは隣接する画像形成層との接着性を確保する効果を有する。
【０１３５】
　上記２種のポリマーの他に、必要に応じ、ポリサッカライド、ポリエチレングリコール
、ゼラチン、膠、カゼイン、ヒドロキシエチルセルロース、カルボキシメチルセルロース
、メチルセルロース、ヒドロキシエチル澱粉、アラビアゴム、サクローズオクタアセテー
ト、アルギン酸アンモニウム、アルギン酸ナトリウム、ポリビニルアミン、ポリエチレン
オキシド、ポリスチレンスルホン酸、ポリアクリル酸、水溶性ポリアミド等の水溶性ポリ
マーを併用することもできる。
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【０１３６】
　（支持体）
　本発明に係る支持体は画像形成層を担持可能な板状体またはフィルム体であり、画像形
成層が設けられる側に親水性表面を有するのが好ましい。
【０１３７】
　本発明の支持体として、例えばアルミニウム、ステンレス、クロム、ニッケル等の金属
板、また、ポリエステルフィルム、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム等の
プラスチックフィルムに前述の金属薄膜をラミネートまたは蒸着したもの等が挙げられる
。
【０１３８】
　また、ポリエステルフィルム、塩化ビニルフィルム、ナイロンフィルム等の表面に親水
化処理を施したもの等が使用できるが、アルミニウム支持体が好ましく使用される。アル
ミニウム支持体の場合、純アルミニウムまたはアルミニウム合金が用いられる。
【０１３９】
　支持体のアルミニウム合金としては、種々のものが使用でき、例えば、珪素、銅、マン
ガン、マグネシウム、クロム、亜鉛、鉛、ビスマス、ニッケル、チタン、ナトリウム、鉄
等の金属とアルミニウムの合金が用いられる。又アルミニウム支持体は、保水性付与のた
め、表面を粗面化したものが用いられる。
【０１４０】
　粗面化（砂目立て処理）するに先立って表面の圧延油を除去するために脱脂処理を施す
ことが好ましい。脱脂処理としては、トリクレン、シンナー等の溶剤を用いる脱脂処理、
ケシロン、トリエタノール等のエマルジョンを用いたエマルジョン脱脂処理等が用いられ
る。又、脱脂処理には、苛性ソーダ等のアルカリの水溶液を用いることもできる。脱脂処
理に苛性ソーダ等のアルカリ水溶液を用いた場合、上記脱脂処理のみでは除去できない汚
れや酸化皮膜も除去することができる。脱脂処理に苛性ソーダ等のアルカリ水溶液を用い
た場合、支持体の表面にはスマットが生成するので、この場合には、燐酸、硝酸、硫酸、
クロム酸等の酸、或いはそれらの混酸に浸漬しデスマット処理を施すことが好ましい。粗
面化の方法としては、例えば、機械的方法、電解によりエッチングする方法が挙げられる
。
【０１４１】
　用いられる機械的粗面化法は特に限定されるものではないが、ブラシ研磨法、ホーニン
グ研磨法が好ましい。
【０１４２】
　電気化学的粗面化法も特に限定されるものではないが、酸性電解液中で電気化学的に粗
面化を行う方法が好ましい。
【０１４３】
　上記の電気化学的粗面化法で粗面化した後、表面のアルミニウム屑等を取り除くため、
酸又はアルカリの水溶液に浸漬することが好ましい。酸としては、例えば、硫酸、過硫酸
、弗酸、燐酸、硝酸、塩酸等が用いられ、塩基としては、例えば、水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム等が用いられる。これらの中でもアルカリの水溶液を用いるのが好ましい。
表面のアルミニウムの溶解量としては、０．５～５ｇ／ｍ2が好ましい。又、アルカリの
水溶液で浸漬処理を行った後、燐酸、硝酸、硫酸、クロム酸等の酸或いはそれらの混酸に
浸漬し中和処理を施すことが好ましい。
【０１４４】
　機械的粗面化処理法、電気化学的粗面化法はそれぞれ単独で用いて粗面化してもよいし
、又、機械的粗面化処理法に次いで電気化学的粗面化法を行って粗面化してもよい。
【０１４５】
　粗面化処理の次には、陽極酸化処理を行うことができる。本発明において用いることが
できる陽極酸化処理の方法には特に制限はなく、公知の方法を用いることができる。陽極
酸化処理を行うことにより、支持体上には酸化皮膜が形成される。
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【０１４６】
　陽極酸化処理された支持体は、必要に応じ封孔処理を施してもよい。これら封孔処理は
、熱水処理、沸騰水処理、水蒸気処理、珪酸ソーダ処理、重クロム酸塩水溶液処理、亜硝
酸塩処理、酢酸アンモニウム処理等公知の方法を用いて行うことができる。
【０１４７】
　更に、これらの処理を行った後に、水溶性の樹脂、例えばポリビニルホスホン酸、スル
ホン酸基を側鎖に有する重合体および共重合体、ポリアクリル酸、水溶性金属塩（例えば
ホウ酸亜鉛）もしくは、黄色染料、アミン塩等を下塗りしたものも好適である。更に、特
開平５－３０４３５８号公報に開示されているようなラジカルによって付加反応を起し得
る官能基を共有結合させたゾル－ゲル処理基板も好適に用いられる。
【０１４８】
　（保護層）
　本発明に係る画像形成層の上側には、保護層を設けてもよい。
【０１４９】
　保護層（酸素遮断層）は、後述する現像液（一般にはアルカリ水溶液）への溶解性が高
いことが好ましい。
【０１５０】
　保護層を構成する素材として好ましくは、ポリビニルアルコール、ポリサッカライド、
ポリビニルピロリドン、ポリエチレングリコール、ゼラチン、膠、カゼイン、ヒドロキシ
エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、メチルセルロース、ヒドロキシエチル
澱粉、アラビアゴム、サクローズオクタアセテート、アルギン酸アンモニウム、アルギン
酸ナトリウム、ポリビニルアミン、ポリエチレンオキシド、ポリスチレンスルホン酸、ポ
リアクリル酸、水溶性ポリアミド、ポリビニルピロリドン共重合体等が挙げられる。これ
らの化合物を単独又は２種以上併用し保護層塗布組成物とし用いることができる。特に好
ましい化合物としてはポリビニルアルコールが挙げられる。
【０１５１】
　保護層塗布組成物を調製するには、上記の素材を適当な溶剤に溶解して塗布液とするこ
とができ、この塗布液を本発明に係る画像形成層上に塗布し、乾燥して保護層を形成する
ことができる。保護層の厚みは０．１～５．０μｍが好ましく、特に好ましくは０．５～
３．０μｍである。保護層には、更に必要に応じて界面活性剤、マット剤等を含有するこ
とができる。
【０１５２】
　保護層の塗布方法としては、画像形成層の塗布において挙げる公知の塗布方法を好適に
用いることができる。保護層の乾燥温度は、画像形成層の乾燥温度よりも低い方が好まし
く、好ましくは画像形成層乾燥温度との差が１０℃以上、より好ましくは２０℃以上であ
り、上限はせいぜい５０℃程度である。
【０１５３】
　また、保護層の乾燥温度が、画像形成層が含有するバインダーのガラス転移温度（Ｔｇ
）より低いことが好ましい。保護層の乾燥温度と、画像形成層が含有するバインダーのガ
ラス転移温度（Ｔｇ）の差は２０℃以上であることが好ましく、より好ましくは４０℃以
上であり、上限はせいぜい６０℃程度である。
【０１５４】
　本発明に用いられる感光性平版印刷板の塗布工程では、上述した、画像形成層の各成分
及び各種添加剤を適当な溶媒に溶解し、これを支持体に塗布する。
【０１５５】
　溶媒の種類は、上述の各成分に対して十分な溶解度を持ち、良好な塗膜性を与える限り
特に制限されない。
【０１５６】
　このような溶媒としては、例えば、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、メチルセロ
ソルブアセテート、エチルセロソルブアセテート等のセロソルブ系溶媒、プロピレングリ
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コールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリ
コールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロ
ピレングリコールモノエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノブチルエー
テルアセテート、ジプロピレングリコールジメチルエーテル等のプロピレングリコール系
溶媒、酢酸ブチル、酢酸アミル、酪酸エチル、酪酸ブチル、ジエチルオキサレート、ピル
ビン酸エチル、エチル－２－ヒドロキシブチレート、エチルアセトアセテート、乳酸メチ
ル、乳酸エチル、３－メトキシプロピオン酸メチル等のエステル系溶媒、ヘプタノール、
ヘキサノール、ジアセトンアルコール、フルフリルアルコール等のアルコール系溶媒、シ
クロヘキサノン、メチルアミルケトン等のケトン系溶媒、ジメチルホルムアミド、ジメチ
ルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン等の高極性溶媒の他に、酢酸、これらの混合溶媒
、これらに芳香族炭化水素を添加した混合溶媒などが挙げられる。
【０１５７】
　溶媒の使用割合は、感光性組成物の総量に対し、通常１～２０（質量比）倍の範囲であ
る。
【０１５８】
　塗布工程においては、従来公知の方法、例えば、回転塗布、ワイヤーバー塗布、ディッ
プ塗布、エアーナイフ塗布、ロール塗布、ブレード塗布、カーテン塗布などによって行わ
れる。
【０１５９】
　塗布量は、乾燥膜厚として、通常０．３～７μｍ、好ましくは０．５～５μｍ、更に好
ましくは１～３μｍの範囲である。
【０１６０】
　次に、塗布後の乾燥工程では、通常３０～１７０℃、好ましくは４０～１５０℃の範囲
で乾燥が行われ、残留溶媒を通常画像形成層中の１０質量％以下にする。
【０１６１】
　乾燥工程の後には、必要に応じてエージング工程を行う。エージング工程は一定の条件
の下で印刷版を加熱下に保持するものであるが、エージング工程を経ることにより、現像
ラチチュードを広くすることができる。
【０１６２】
　エージング工程の前か後に、感光性平版印刷版を所定の大きさに裁断する裁断工程があ
る。
【０１６３】
　裁断工程では、種々の用途に併せて、所定の大きさの感光性平版印刷版に裁断するもの
である。
【０１６４】
　但し、この裁断工程の後でも、別の工程を経た後に最終的に寸法合わせや、端部処理を
目的として、感光性平版印刷版の一部を取り除く工程を有してもよい。
【０１６５】
　次に、検査・選別工程は、最終製品としての感光性平版印刷版が商品としての価値があ
るかどうかを判断する。
【０１６６】
　検査・選別工程で商品価値がないものと判断された感光性平版印刷版は、リサイクル或
いは廃棄され、出荷されない。検査・選別工程は、作業員の目視によるもの、カメラから
得られた情報をコンピュータ処理するもの、あるいはこれらの併用によって行われる。検
査・選別工程では、画像形成層表面の傷や塗布むら等を検査する。
【０１６７】
　商品としての最終的な選別においてこの検査・選別工程は必要なものであるが、場合に
よっては、裁断工程以前の工程の間で表面欠陥等を検査し選別する工程が設ける。
【０１６８】
　検査・選別工程によって商品として出荷されることになった感光性平版印刷版は、出荷
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するための形態に整えられる。
【０１６９】
　感光性平版印刷版の種類によっては、横型あるいは縦型の載置台に複数枚の感光性平版
印刷版を載置する。この場合は載置した状態で使用者に供給され、露光装置の感光性平版
印刷版供給用載置台としてセットされる。
【０１７０】
　また、使用者側で露光装置の感光性平版印刷版供給用載置台に感光性平版印刷版を載置
する場合には、供給者は、使用者までの搬送のために、段ボール箱等の包装外箱を用いて
包装する（包装工程）。載置台に載置された、あるいは包装された感光性平版印刷版は、
出荷され、最終的には使用者に供給される。
【０１７１】
　次に感光性平版印刷版を用いて製版し、印刷する工程としては、露光工程、現像工程、
印刷工程がある。
【０１７２】
　（製版方法）
　本発明に係る感光性平版印刷版は、波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に発光波長を
有するレーザー光によって露光される。
【０１７３】
　波長７００ｎｍ～１２００ｎｍの範囲に発光波長を有するレーザー光のレーザー光源と
しては、ＹＡＧレーザー、半導体レーザー等を好適に用いることできる。
【０１７４】
　レーザー露光の場合、光をビーム状に絞り画像データに応じた走査露光が可能であり、
露光面積を微小サイズに絞ることが容易であり、高解像度の画像形成が可能となる。
【０１７５】
　レーザーの走査方法としては、円筒外面走査、円筒内面走査、平面走査などがある。円
筒外面走査では、記録材料を外面に巻き付けたドラムを回転させながらレーザー露光を行
い、ドラムの回転を主走査としレーザー光の移動を副走査とする。円筒内面走査では、ド
ラムの内面に記録材料を固定し、レーザービームを内側から照射し、光学系の一部又は全
部を回転させることにより円周方向に主走査を行い、光学系の一部又は全部をドラムの軸
に平行に直線移動させることにより軸方向に副走査を行う。平面走査では、ポリゴンミラ
ーやガルバノミラーとｆθレンズ等を組み合わせてレーザー光の主走査を行い、記録媒体
の移動により副走査を行う。円筒外面走査及び円筒内面走査の方が光学系の精度を高め易
く、高密度記録には適している。
【０１７６】
　（自動現像機）
　本発明の使用方法では、自動現像機を用いて感光性平版印刷版材料を現像処理する方法
が、本発明の効果が有効であり、好ましい態様である。
【０１７７】
　自動現像機は、好ましくは現像浴に自動的に補充液を必要量補充する機構が付与されて
おり、好ましくは一定量を超える現像液は、排出する機構が付与されており、好ましくは
現像浴に自動的に水を必要量補充する機構が付与されており、好ましくは、通版を検知す
る機構が付与されており、好ましくは通版の検知をもとに版の処理面積を推定する機構が
付与されており、好ましくは通版の検知および／または処理面積の推定をもとに補充しよ
うとする補充液および／または水の補充量および／または補充タイミングを制御する機構
が付与されており、好ましくは現像液の温度を制御する機構が付与されており、好ましく
は現像液のｐＨおよび／または電導度を検知する機構が付与されており、好ましくは現像
液のｐＨおよび／または電導度をもとに補充しようとする補充液および／または水の補充
量および／または補充タイミングを制御する機構が付与されている。
【０１７８】
　自動現像機は、現像工程の前に前処理液に版を浸漬させる前処理部を有してもよい。こ
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の前処理部は、好ましくは版面に前処理液をスプレーする機構が付与されており、好まし
くは前処理液の温度を２５℃～５５℃の任意の温度に制御する機構が付与されており、好
ましくは版面をローラー状のブラシにより擦る機構が付与されている。またこの前処理液
としては、水などが用いられる。
【０１７９】
　（後処理）
　現像処理された版は水洗水、界面活性剤等を含有するリンス液、アラビアガムや澱粉誘
導体等を主成分とするフィニッシャーや保護ガム液で後処理を施された後、印刷に供せら
れる。
【０１８０】
　これらの後処理は、一般に現像部と後処理部とからなる自動現像機を用いて行われる。
【０１８１】
　後処理液は、スプレーノズルから吹き付ける方法、処理液が満たされた処理槽中を浸漬
搬送する方法が用いられる。また、現像後一定量の少量の水洗水を版面に供給して水洗し
、その廃液を現像液原液の希釈水として再利用する方法も知られている。このような自動
処理においては、各処理液に処理量や稼働時間等に応じてそれぞれの補充液を補充しなが
ら処理することができる。また、実質的に未使用の後処理液で処理するいわゆる使い捨て
処理方式も適用できる。このような処理によって得られた平版印刷版は、オフセット印刷
機に掛けられ、多数枚の印刷に用いられる。
【０１８２】
　保護層を有する感光性平版印刷版材料の場合には、現像前水洗水で処理する工程を含む
製版方法が好ましい態様である。
【０１８３】
　（印刷）
　感光性平版印刷版材料は、製版され後処理された後、印刷に供せられる。
【０１８４】
　印刷は、一般的な平版印刷機を用いて行うことができる。
【０１８５】
　露光工程の前には、供給された感光性平版印刷版を露光装置の感光性平版印刷版供給用
載置台に感光性平版印刷版を載置するが、感光性平版印刷版が包装されているものであれ
ば、包装箱を開封して感光性平版印刷版を取り出し、載置する。
【０１８６】
　露光装置から現像装置、印刷装置へは、自動搬送機により印刷版が搬送され、印刷物が
できるまで一貫して自動化されている場合もあれば、各工程が独立していて、作業員が次
の工程に印刷版を移送する場合もある。作業員が印刷版を直接取り扱う場合はもちろん、
搬送が自動化されている場合であっても、運転状況を確認或いは調製するため、作業員が
露光装置、現像装置、印刷装置に係わる計器を確認し或いは作動させたりする場合、各工
程周辺の作業空間が本発明の発光ダイオード灯下であれば、赤色等に比べて作業性が高い
。
【実施例】
【０１８７】
　以下、実施例を挙げて本発明を詳細に説明するが、本発明の態様はこれに限定されない
。尚、実施例における「部」は、特に断りない限り「質量部」を表す。
【０１８８】
　（実施例１）
　《高分子結合材：アクリル系共重合体１の合成》
　窒素気流下の三ツ口フラスコに、メタクリル酸３０部、メタクリル酸メチル５０部、メ
タクリル酸エチル２０部、イソプロピルアルコール５００部及びα，α′－アゾビスイソ
ブチロニトリル３部を入れ、窒素気流中８０℃のオイルバスで６時間反応させた。
【０１８９】
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　その後、イソプロピルアルコールの沸点で１時間還流を行った後、トリエチルアンモニ
ウムクロライド３部及びグリシジルメタクリレート２５部を加えて３時間反応させ、アク
リル系共重合体１を得た。
【０１９０】
　ＧＰＣを用いて測定した重量平均分子量は約３５，０００、ＤＳＣ（示差熱分析法）を
用いて測定したガラス転移温度（Ｔｇ）は約８５℃であった。
【０１９１】
　［支持体の作製］厚さ０．３０ｍｍ、幅１０３０ｍｍのＪＩＳＡ１０５０アルミニウム
板を用いて以下のように連続的に処理を行った。
【０１９２】
　（ａ）アルミニウム板を苛性ソーダ濃度２．６質量％、アルミニウムイオン濃度６．５
質量％、温度７０℃でスプレーによるエッチング処理を行い、アルミニウム板を０．３ｇ
／ｍ2溶解した。その後スプレーによる水洗を行った。
【０１９３】
　（ｂ）温度３０℃の硝酸濃度１質量％水溶液（アルミニウムイオン０．５質量％含む）
で、スプレーによるデスマット処理を行い、その後スプレーで水洗した。
【０１９４】
　（ｃ）６０Ｈｚの交流電圧を用いて連続的に電気化学的な粗面化処理を行った。
【０１９５】
　電解溶液は、アルミニウムイオン０．５質量％、酢酸０．００７質量％含む。温度２１
℃であった。交流電源は電流値がゼロからピークに達するまでの時間ＴＰが２ｍｓｅｃの
正弦波交流を用いて、カーボン電極を対極として電気化学的な粗面化処理を行った。
【０１９６】
　電流密度は実効値で、５０Ａ／ｄｍ2で、通電量は９００Ｃ／ｄｍ2であった。その後、
スプレーによる水洗を行った。
【０１９７】
　（ｄ）温度６０℃の燐酸濃度２０質量％水溶液（アルミニウムイオンを０．５質量％含
む）で、１０秒間デスマット処理を行い、その後スプレーによる水洗を行った。
【０１９８】
　（ｅ）既存の二段給電電解処理法の陽極酸化装置（第一および第二電解部長各６ｍ、第
一給電部長３ｍ、第二給電部長３ｍ、第一及び第二給電電極長各２．４ｍ）を使って電解
部の硫酸濃度１７０ｇ／リットル（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）、温度３８
℃で陽極酸化処理を行った。
【０１９９】
　その後スプレーによる水洗を行った。この時、陽極酸化装置においては、電源からの電
流は、第一給電部に設けられた第一給電電極に流れ、電解液を介して板状アルミニウムに
流れ、第一電解部で板状アルミニウムの表面に酸化皮膜を生成させ、第一給電部に設けら
れた電解電極を通り、電源に戻る。
【０２００】
　一方、電源からの電流は、第二給電部に設けられた第二給電電極に流れ、同様に電解液
を介して板状アルミニウムに流れ、第二電解部で板状アルミニウムの表面に酸化皮膜を生
成させるが、電源から第一給電部に給電される電気量と電源から第二給電部に給電される
電気量は同じであり、第二給電部における酸化皮膜面での給電電流密度は、約２５Ａ／ｄ
ｍ2であった。第二給電部では、１．３５ｇ／ｍ2の酸化皮膜面から給電することになった
。最終的な酸化皮膜量は２．７ｇ／ｍ2であった。
【０２０１】
　更に、スプレー水洗後、０．４質量％のポリビニルホスホン酸溶液中（Ｃｌａｒｉａｎ
ｔ社製ＰＶＰＡ３０を希釈して使用）に３０秒浸漬し、親水化処理した。温度は８５℃で
あった。その後スプレー水洗し、赤外線ヒーターで乾燥した。
【０２０２】
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　この時、表面の中心線平均粗さ（Ｒａ）は０．５５μｍであった。
【０２０３】
　（感光性平版印刷版の作製）
　上記支持体上に、下記組成の光重合性画像形成層塗工液を乾燥時１．５ｇ／ｍ2になる
ようワイヤーバーで塗布し、９５℃で１．５分間乾燥し光重合性画像形成層塗布試料を得
た。
【０２０４】
　さらに、光重合性画像形成層塗布試料上に、下記組成の酸素遮断層塗工液を乾燥時１．
８ｇ／ｍ2になるようワイヤーバーで塗布し、７５℃で１．５分間乾燥して、画像形成層
上に酸素遮断層を有する感光性平版印刷版試料を作製した。
【０２０５】
　セーフライトは、ＦＬＲ４０Ｓ－／Ｍ－ＸＮａｔｉｏｎａｌ製蛍光灯にＥｎｃａｐＳｕ
ｌｉｔｅＲ－１０フィルターを使用し、照度３０ｌｕｘ下で作製した。
【０２０６】
　試料を作製した以降は、表に示す発光光源のもとで作業を行った。照度は３００ｌｕｘ
であった。
【０２０７】
　照度はデジタル照度計Ｔ－１Ｍ（コニカミノルタセンシング社製）を使用した。
【０２０８】
　（画像形成層塗工液）
　エチレン性二重結合含有単量体（Ｂ－１）　　　　　　　　　　　　　２７．０部
　エチレン性二重結合含有単量体（ＮＫエステル４Ｇ：新中村化学工業社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．０部
　色素（Ｄ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
　光重合開始剤（Ｆｅ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．０部
　ポリハロゲン化合物（ＢＲ２２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．０部
　アクリル系共重合体１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１．０部
　フタロシアニン顔料（ＭＨＩ４５４：御国色素社製）　　　　　　　　　６．０部
　２－ｔ－ブチル－６－（３－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４
－メチルフェニルアクリレート（スミライザーＧＳ：住友３Ｍ社製）　　　０．５部
　弗素系界面活性剤（ＦＣ－４４３０；住友３Ｍ社製）　　　　　　　　　０．５部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８２０部
　（酸素遮断層塗工液）
　ポリビニルアルコール（ＧＬ－０５：日本合成化学社製）　　　　　　　　８９部
　ポリビニルピロリドン（ＰＶＰ　Ｋ－３０：アイエスピー・ジャパン社製）１０部
　界面活性剤（サーフィノール４６５：日信化学工業社製）　　　　　　　０．５部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９００部
【０２０９】
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【化１０】

【０２１０】
　〈露光・現像処理〉
　得られた感光性平版印刷版試料に、版面エネルギーが１５０ｍＪ／ｃｍ2となる条件で
、水冷式４０Ｗ赤外線半導体レーザーを搭載したＣｒｅｏ社製Ｔｒｅｎｄｓｅｔｔｅｒ３
２４４ＶＦＳにて２４００ｄｐｉ（ｄｐｉは、１インチ即ち２．５４ｃｍ当たりのドット
数で示す解像度）の条件で露光した。
【０２１１】
　露光後、感光性平版印刷版をプレヒート部の熱源の電源をｏｆｆとし、プレヒートせず
通過させるだけとし、現像前に酸素遮断層を除去する前水洗部、下記組成の現像液を充填
した現像部、版面に付着した現像液を取り除く水洗部、画線部保護のためのガム液（ＧＷ
－３：三菱化学社製を２倍希釈したもの）処理部を備えたＣＴＰ自動現像機（ＰＨＷ２３
－Ｖ：Ｔｅｃｈｎｉｇｒａｐｈ社製）で現像処理を行い平版印刷版を得た。
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【０２１２】
　（現像液Ｄ－１組成）
　Ａ珪酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．０部
　ニューコールＢ－１３ＳＮ（日本乳化剤社製）　　　　　　　　　　　　２．０部
　プロノン＃２０４（日本油脂社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０部
　エチレンジアミン四酢酸２ナトリウム２水和塩　　　　　　　　　　　　０．１部
　水酸化カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＨ＝１２．９となる添加量
　〈印刷〉
　作製した平版印刷版を、印刷機（三菱重工業社製：ＤＡＩＹＡ１Ｆ－１）で、コート紙
、印刷インキ（東洋インク社製：トーヨーキングハイエコーＭ紅）及び湿し水（東京イン
ク社製：Ｈ液ＳＧ－５１，濃度１．５％）を用いて印刷を行い、以下の各特性を評価した
。
【０２１３】
　《網点再現性（リニアリティ）の評価》
　２４００ｄｐｉ（ｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す）で１７５線の網
点画像を０％～１００％まで５％刻みでリニアリティ未補正で描画した。
【０２１４】
　露光量を変化させて露光し網点が１０％となるべきところが１２％となった露光量で露
光したとき、５０％となるべきところを測定し、測定値－５０％を表にリニアリティとし
て示し、これを網点再現性の評価の指標とした。
【０２１５】
　測定は網点出力画像を５００倍の光学顕微鏡で撮影し、画像部の面積を算出して網％と
した。５０％に近いほどよいので表ではゼロに近いほうがよい。
【０２１６】
　《汚れ回復性》
　１，０００枚連続印刷後、印刷版をクリーナーで拭き、１５分後に印刷を再開し、非画
線部の地汚れがなくなる枚数とした。少ないほど良好である。
【０２１７】
　《点質》
　１００倍ルーペで５０％付近のドットを観察して５段階評価した。
「５」フリンジが観察されず非常に滑らかな点質
「４」たまにフリンジが観察されるが滑らかな点質
「３」フリンジがよく観察されるが、実用上問題ない点質
「２」フリンジが目立ち、実用上問題となることがある
「１」フリンジが多く、点が不揃いで実用上問題
　結果を表１に示す。
【０２１８】
【表１】

【０２１９】
　表１から、本発明の使用方法により、網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版が得られ
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【０２２０】
　実施例２
　感光性平版印刷版の作製と現像液は下記内容で行い、それ以外は実施例１と同様に行っ
た。
【０２２１】
　《支持体の作製》
　実施例１の支持体作製において、陽極酸化後、ポリビニルホスホン酸の処理に換えて、
３０℃の熱水で２０秒間、熱水封孔処理を行い、感光性平版印刷版用支持体であるアルミ
ニウム板を作製した。
【０２２２】
　《酸分解化合物の合成》
　１，１－ジメトキシシクロヘキサン（０．５モル）、フェニルセロソルブ（１．０モル
）及びｐ－トルエンスルホン酸８０ｍｇを撹拌しながら１００℃で１時間反応させ、その
後１５０℃まで徐々に温度を上げ、更に１５０℃で４時間反応させた。反応により生成す
るメタノールはこの間に留去した。
【０２２３】
　冷却後、テトラヒドロフラン５００ｍｌ及び無水炭酸カリウム２．５ｇを加えて撹拌し
濾過した。濾液から溶媒を減圧留去し、更に１５０℃、高真空下で低沸点成分を留去し、
粘調な油状の下記酸分解化合物Ａを得た。
【０２２４】

【化１１】

【０２２５】
　前記アルミニウム板の支持体上に下記組成の画像形成層塗布液を乾燥後の膜厚が２ｇ／
ｍ2になるように回転塗布機を用いて塗布し１００℃で２分間乾燥して感光性平版印刷版
を得た。
【０２２６】
　画像形成層塗布液の組成
　バインダーＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０部
　酸分解化合物Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
　ポリハロゲン化合物（２－トリクロロメチル－５－〔β－（２－ベンゾフリル）ビニル
〕－１，３，４－オキサジアゾール）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　赤外線吸収色素（ＩＲ１７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
　プロピレングルコールモノメチルエーテル　　　　　　　　　　　　　１０００部
　現像液：ＳＤＲ－１（コニカ（株）製）を水で容積比６倍に希釈した。
【０２２７】
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【化１２】

【０２２８】

【化１３】

【０２２９】
　結果を表２に示す。
【０２３０】

【表２】

【０２３１】
　表２から、本発明の使用方法により、網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版が得られ
また点質の優れた印刷物が得られることが分かる。
【０２３２】
　実施例３
　感光性平版印刷版の作製と現像液は下記内容で行い、それ以外は実施例１と同様に行っ
た。
【０２３３】
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　実施例１の支持体作製において、陽極酸化後、ポリビニルホスホン酸の処理に換えて、
珪酸ナトリウム２．５質量％水溶液で３０℃で１０秒処理し感光性平版印刷版用支持体で
あるアルミニウム板を作製した。
【０２３４】
　前記アルミニウム板の支持体上に下記下塗り液を塗布し、塗膜を８０℃で１５秒間乾燥
し基板を得た。乾燥後の塗膜の被覆量は１５ｍｇ／ｍ2であった。
【０２３５】
　（下塗り液）
　下記化合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
【０２３６】
【化１４】

【０２３７】
　〈基板１の作製〉
　上記のように処理された支持体の裏面に下記のバックコート塗布液－１を、乾燥後の塗
布量が３０ｍｇ／ｍ2となるようにバーコーターで塗布し、１００℃で１分間乾燥するこ
とにより、バックコート層を設けて、基板１を作製した。
【０２３８】
　（バックコート塗布液－１）
　ゾル－ゲル反応液：
　テトラエチルシリケート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８６．４部
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．８部
　リン酸（８５％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０８部
　上記成分を混合、攪拌すると約３５分で発熱した。４０分間攪拌して反応させた後、更
に下記の希釈液と混合し、バックコート塗布液－１を調製した。
【０２３９】
　希釈液：
　ピロガロール－アセトン縮合樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５部
　マレイン酸ジブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
　メガファックＦ－１７７（大日本インキ化学工業（株）製フッ素系界面活性剤）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．８部
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８００部
　プロピレングリコールモノメチルエーテル　　　　　　　　　　　　　　２７０部
　［画像形成層の塗設］
　上記の基板１に以下の下部画像形成層用塗布液を塗布量０．７５ｇ／ｍ2になるよう塗
布したのち、ＴＡＢＡＩ社製、ＰＥＲＦＥＣＴ　ＯＶＥＮＰＨ２００にてＷｉｎｄＣｏｎ
ｔｒｏｌを７に設定して１４０℃で５０秒間乾燥し、その後、上部画像形成層用塗布液を
塗布量が０．３ｇ／ｍ2になるよう塗布したのち、１２０℃で１分間乾燥し、感光性平版
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印刷版を得た。
【０２４０】
　〔下部画像形成層用塗布液〕
　Ｎ－（４－アミノスルホニルフェニル）メタクリルアミド／アクリロニトリル／メタク
リル酸メチル（モル比３６／３４／３０、重量平均分子量５００００）２．１３３部
　３－メトキシ－４－ジアゾフェニルアミンヘキサフルオロホスフェート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３０部
　シアニン染料Ａ（下記構造）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１０９部
　４，４’－ビズヒドロキシフェニルスルホン　　　　　　　　　　　０．０６３部
　無水テトラヒドロフタル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１９０部
　ｐ－トルエンスルホン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．００８部
　エチルバイオレットの対イオンを６－ヒドロキシナフタレンスルホン酸に変えたもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０５部
　フッ素系界面活性剤（メガファックＦ１７６大日本インキ工業（株）社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３５部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６．６部
　１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　１３．６部
　γ－ブチロラクトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３．８部
【０２４１】
【化１５】

【０２４２】
　〔上部画像形成層用塗布液〕
　ｍ，ｐ－クレゾールノボラック（ｍ／ｐ比＝６／４、重量平均分子量４５００、未反応
クレゾール０．８質量％含有）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２３７部
　シアニン染料Ａ（上記構造）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４７部
　ステアリン酸ドデシル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０６０部
　３－メトキシ－４－ジアゾジフェニルアミンヘキサフルオロホスフェート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３０部
　フッ素系界面活性剤（メガファックＦ１７６、大日本インキ化学工業（株）製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１１０部
　フッ素系界面活性剤（メガファックＭＣＦ３１２（３０％）、大日本インキ工業（株）
社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１２０部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．１部
　１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　［製版・印刷］
　以上のように作製した本発明に係る感光性平版印刷版１をＣｒｅｏ社製Ｔｒｅｎｄｓｅ
ｔｔｅｒにて、露光エネルギー（１４０ｍＪ／ｃｍ2）で、１７５線、２４００ｄｐｉ（
ｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す）の網点の画像描き込みを行った。
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　次に、像様露光を行った平版印刷版に、富士写真フイルム（株）製の現像液ＤＴ－１及
び現像補充液ＤＴ－１Ｒを用いて現像をおこなった。
【０２４４】
　結果を表３に示す。
【０２４５】
【表３】

【０２４６】
　表３から、本発明の使用方法により、網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版が得られ
また点質の優れた印刷物が得られることが分かる。
【０２４７】
　実施例４
　感光性平版印刷版の作製と現像液は下記内容で行い、それ以外は実施例１と同様に行っ
た。
【０２４８】
　下記の感光液を、実施例１と同様に作製したアルミ板上にワイヤーバーで塗布し、８５
℃にて２分間乾燥させ、膜厚２０ｍｇ／ｄｍ2の感光性平版印刷版を得た。
【０２４９】
　（感光液）
　ｍ－クレゾール／ｐ－クレゾール／フェノールノボラック樹脂（ＳＫ－１８８、住友デ
ュレス社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　サイメル３００（メトキシメチルメラミン系、メトキシ化率９０％以上、三井サイアナ
ミッド社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１部
　赤外線吸収色素ＣＹ－１０（日本化薬社製）　　　　　　　　　　　０．０２５部
　２，４，６－トリス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン　　　　０．０１５部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．７部
　２－メルカプトベンズチアゾール　　　　　　　　　　　　　　　　０．０２４部
　この感光性平版印刷版を回転ドラム上に取り付け黄色灯下で半導体レーザー（アプライ
ドテクノ社製、８３０ｎｍ）をレンズで２５μｍビーム径に絞ったレーザー光（４０ｍＷ
）により走査露光を行なった。
【０２５０】
　次いで１００℃にて３分間、後加熱を行ない更に現像液ＳＤＲ－１（コニカ社製、ポジ
型平版用）を６倍希釈し２５℃、３０秒間現像を行なった。
【０２５１】
　結果を表４に示す。
【０２５２】
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【表４】

【０２５３】
　表４から、本発明の使用方法により、網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版が得られ
また点質の優れた印刷物が得られることが分かる。
【０２５４】
　実施例５
　感光性平版印刷版の作製と現像液は下記内容で行い、それ以外は実施例１と同様に行っ
た。
【０２５５】
　実施例１の支持体作製において、陽極酸化後、ポリビニルホスホン酸の処理に換えて、
珪酸ナトリウム２．５質量％水溶液で３０℃で１０秒処理し感光性平版印刷版用支持体で
あるアルミニウム板を作製した。
【０２５６】
　［中間層の形成］
　下記の手順により液状組成物（ゾル液）を調整した。
【０２５７】
　（ゾル液組成）
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３０部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
　８５質量％リン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６部
　テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０部
　３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　　　　　　　　６０部
　上記の各化合物を混合し、撹拌した。
【０２５８】
　約５分で発熱が認められた。６０分間反応させた後、内容物を別の容器へ移し、メタノ
ール３０００ｇを加えることにより、ゾル液を得た。
【０２５９】
　このゾル液をメタノール／エチレングリコール＝９／１（質量比）で希釈して、前記の
支持体上に、支持体上のＳｉの量が３ｍｇ／ｍ2となるように塗布し、１００℃にて１分
間乾燥させ、基板を得た。
【０２６０】
　［画像形成層層の形成］
　上述の様に作製された基盤板の表面に下記組成の画像形成層塗布液を塗布し、１１５℃
で１分乾燥し、１．４ｇ／ｍ2の画像形成層を形成し感光性平版印刷版を得た。
【０２６１】
　（画像形成層塗布液）
　付加重合性化合物（ペンタエリスリトールテトラアクリレート）　　　　１．５部
　バインダー（アリルメタクリレート／メタクリル酸共重合体（共重合モル比：８３／１
７）酸価１．５５ｍ当量／ｇ、重合平均分子量１２．５万）　　　　　　　２．０部
　光熱変換剤（ＤＸ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１部
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　重合開始剤（Ｓ－３３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１５部
　フッ素系ノニオン界面活性剤（メガファックＦ－１７７Ｐ大日本インキ化学工業（株）
製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０２部
　ビクトリアピュアブルーＢＯＨの対アニオンを１－ナフタレンスルホン酸アニオンにし
た染料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
　２－メトキシ－１－プロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
【０２６２】
【化１６】

【０２６３】

【化１７】

【０２６４】
　［露光、現像］
　得られた感光性平版印刷版を出力５００ｍＷ、波長８３０ｎｍ、ビーム径１７μｍ（ｌ
／ｅ２）の半導体レーザを用いて主走査速度５ｍ／秒にて露光した後、下記組成のＤ－１
現像液及びリンス液ＦＲ－３（１：７）を仕込んだ自動現像機（富士写真フィルム（株）
製：ＰＳプロセッサー９００ＶＲ）を用いて現像した。
【０２６５】
　（Ｄ－１現像液）
　水酸化カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３部
　炭酸水素ナトリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　炭酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
　亜硫酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　ポリエチレングリコールモノナフチルエーテル　　　　　　　　　　　　１５０部
　ジブチルナフタレンスルホン酸ナトリウム塩　　　　　　　　　　　　　　５０部
　エチレンジアミン４酢酸４ナトリウム塩　　　　　　　　　　　　　　　　　８部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８５部
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　結果を表５に示す。
【０２６６】
　実施例１～５までの、感光性平版印刷版を作製した後の作業効率について、検版作業は
いずれも従来の蛍光灯白色灯下の場合に比較して作業が行い易く短時間で行うことができ
、又その他の作業は蛍光灯白色灯下の場合とほぼ同等であった。
【０２６７】
【表５】

【０２６８】
　表５から、本発明の使用方法により、網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版が得られ
また点質の優れた印刷物が得られることが分かる。
【０２６９】
　実施例６
　感光性平版印刷版の作製及びその後の製版作業は表６に示す発光光源のもとで実施例１
と同様に行い、照度は１００ｌｕｘであった。
。
【０２７０】
　結果を表６に示す。感光性平版印刷版の作製作業及びその後の製版作業効率について、
検版作業は従来の蛍光灯白色灯下の場合に比較して作業が行い易く短時間で行うことがで
き、又その他の作業は蛍光灯白色灯下の場合とほぼ同等であった。
【０２７１】

【表６】

【０２７２】
　表６から、本発明の使用方法により、網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版が得られ
また点質の優れた印刷物が得られることが分かる。
【０２７３】
　実施例７
　感光性平版印刷版の作製は表７に示す発光光源のもとで実施例２と同様に行い、照度は
１００ｌｕｘであった。露光以降は、セーフライトＦＬＲ４０Ｓ－／Ｍ－ＸＮａｔｉｏｎ
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下で作業を行った。
【０２７４】
　結果を表７に示す。感光性平版印刷版の作製における作業効率について、検版作業は従
来の蛍光灯白色灯下の場合に比較して作業が行い易く短時間で行うことができ、その他の
感光性平版印刷版を作製する作業効率は、蛍光灯白色灯下の場合とほぼ同等であった。
【０２７５】
【表７】

【０２７６】
　表７から、本発明の製造方法により、網点再現性、汚れ回復性に優れた印刷版が得られ
また点質の優れた印刷物が得られることが分かる。
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